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　本論文は農村融資レペルを制度要因として農民収入モデルに取り入れ, 1978～2007年の実際の

データを用いて，農民収入の構成要素から，中国農村資金の支援レペルと農民収入増加の関係に

ついて実証研究を行う。長期均衡関係からみて，財政の農業支援が不足し，その内部構造が不合

理であるために財政農業支援は農民収入増加を促進する要因となっていない。農村金融機関の

貸出比率は，農民収入の増加に対し明らかに負の効果を持っている。農家貯蓄比率は農民収入増

加に対しプラスの影響を持っている。動態反応から見ると，農村融資を反映する相関指標のプラ

スのショックは，農民収入に対しプラスの影響をもたらす可能性があり，また農民収入白身の予

測誤差分散に影響する。以上の分析に基づき，本論文では財政の農村支援レペルをさらに増加さ

せるべきであり，財政農業支援資金の使用方向を調整し，農業科学技術，農村人的資本への投入

を増加させ，政策的金融補償を形成し，金融の「三農」支援のルートを形成すべきであること，

農村金融改革を引き続き深化させ，農村の中長期貸付を増加させるべきであることを述べる。

キーワード：財政農業支援，農民収入，農村金融

はじめに

　農民の一人当たり純収入を増加させ，農民の消費レペルを向上させ，絶対的貧困を取り除くこ

とは農村改革発展の基本目標の一つであり，我が国の経済発展モデルのスムーズな転換実現のカ

ギである。農民純収入増加の道筋を探求することはまた，研究者達が注目する研究対象となって

おり，農業財政政策，政府の行動，国民収入分配，農業生産構造などの角度から，農民純収入に

影響する要素及び具体的改善措置が分析されてぃぷく農民収入の増加を促進する多くの措置は一

定の資金投入を必要としているが，しかし農村資金の供給はその需要を満たすには程遠い。

　改革開放以来，中国農村金融構造は政府主導下でいくっかの変遷を経て，比較的早い発展を達

成したが，全体の経済と金融発展レペルからは依然として遅れている。農村金融総量のみから言

えば，金融機関の農業部門の預金と貸出残高は2007年末までで，すでにそれぞれ9283.5億元と
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15429.3億元に達しており, 1978年に比べ74倍と98倍に増加している。 1978～2007年の間に農家

貯蓄は55.7億元から33050.3億元に増加し, 593倍に増加した。しかし，都市農村住民収入の絶対

的格差は209.8元から9645.4元に拡大している。同時期の都市住民貯蓄は154.9億元から

139483.93億元と，900倍にまで増加し，農家貯蓄の増加幅の1.5倍であった。金融機関の各種貸

付総額は1890.38億元から261690.88億元と, 138倍に増加しており，それは農村貸付増加幅の1.4

倍である。これと同時に財政農業支援の比率（財政が農業に対して行う支出と農業産出の比率）も絶

え間なく下降しており, 1978年の14.7%から1995年の4.7%に低下し，その下げ幅は68％に及ぶ。

1996年から財政の農業に対する支援レペルは増加し始めたが，しかし財政農業支援比率は現在で

も1978年レペルを回復できていない[2007年で12 9j])。中国の改革は農村改革から始まったが，農

村金融改革とその発展は一方で相対的に遅れた。特に，国有商業銀行の農村分支店機構が大挙し

て撤退・合併したことよ農村金融体系の全体的機能を弱めてしまった。そして財政支援レペル

が不足していることは農村資金需給関係の矛盾をさらに激化させた。

　中国農村資金供給の不足が比較的大きいという現実，及び国外研究者の金融発展が経済成長を

促進することに関する系統的研ﾓ右よ，国内研究者の金融発展の角度からの農民純収入問題研究を

刺激した。現在中国農村金融発展と農民純収入の関係を専門的に研究している文献は決して多く

はない。幾人かの研究者は金融発展の都市・農村収入格差に対する影響という角度から，金融発

展の農民純収入に対する影響を間接的に論証している。張紅偉は中国の金融発展と都市・農村収

入格差が正の相関関係を示していることを指摘し，逆Ｕ字型仮説が当てはまらず，中国金融発

展のアンバランスが農民純収入の増加を抑制したことを指摘し万万張立軍は財政資金の農村への

注入に限界がある状況下において，農村資金の流出がもともと金融抑制状態にある農村経済の資

金圧力を激化させ，農民純収入の増加を阻害したと指摘していぷｽまた，回帰分析により, 1978

～1988年の回においては農業貸付の対都市・農村収入格差への影響は顕著ではないが, 1989～

2004年では農業貸付が増加し都市・農村の様々な貸付の敷居を低くし，都市・農村収入格差を減

少させたとして，農業貸付による農業支援が有効であることを説明し八万農村金融発展と農民純

収入についての実証分析では必ずしも全てで同じ結論が導かれているわけではない。温濤は中国

全体の金融発展が農民純収入増加に対して明らかな負の効果を持っていることを指摘し，農村金

融機関の貸付比率，農村住民貯蓄率と農民純収入増加には共和分関係が存在しないだけでなく，

農村金融機関貸付比率であれ，農村住民貯蓄率であれいずれも農民純収入のグレンジャー因果で

はないとしていぶｽ一方，許崇正は一人当たり農業貸付を，貸付投資レベルを表す指標として用

い，回帰分析により貸付投資の農民純収入への影響が明確ではないことを示しﾊﾟﾑ

　本論文は中国の1978～2007年の統計データをもとに，農村融資制度の農民純収入への影響を研

究する。これまでの研究に比べ，本論文は以下の２点において全く新しい分析を試みる。①政府

資金の支援と金融機関の業務活動の農民純収入に与える影響を考察する。農業は戦略的産業であ

り，また衰退産業であるという特質をもっている。そのことから農業の資金投入は金融体系に依

存するだけではなく，さらに財政的資金支援を必要としている。例え農業が高度に発展している

アメリカであれ，その農業政策の目標はすなわち農民の収入増加を保障し，収入変動を減少させ

ることであり，農業問題の解決はまた国家の補助，政府の免税，社会資金の傾斜的投入そして市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）場手段の導入などの措置を通じて達成される。我国は，土地が集体（訳者注：集体組織，農村の土

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U6）
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地は村民委員会など集体組織がその所有権を管理している）に属する制度であること，及び小規模な農

家家庭経営という特徴を持っている。そのため，我国農業の発展が必要とする資金を完全に市場

に依存することはできず，国家の対農業財政支援は重要な役割を持っているのである。よって，

指標を選択する際に，農村金融仲介の発展を示す指標（農業貸付／農業ＧＤＰ，農村住民貯蓄／農業

ＧＤＰ）以外にも，財政農業支援程度を反映する指標（財政の農業支出／農業ＧＤＰ）をさらに取り入

れ，農民が期回内に生産と生活の中で得た資金支援全てを反映する。②農民純収入が必ずしも全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ
て農業産出から得られるものではないことを考慮して，本論文では農業生産関数の枠組みを用い

ず，その構成を分解し，農業生産による収入，給与収入そして財産収入の角度から農民純収入に

影響を与える独立変数を確定する。

　本論文の構成は以下の通りである。このはじめにに次いで，第２部分では実証研究の方法と変

数構造などの問題を述べ，第３部分では実証研究結果の分析を行い，最後に本論文の結論と政策

提案を述べる。

１

モデルの設定，データの出所と研究方法

　（1）計量モデル

　給与収入と家庭経営収入（訳者注：家庭を単位として行われる生産，経営活動より得られる収入で，

農業以外にも工業，交通・運輸，卸・小売，飲食等が含まれる）が農民純収入の主要な部分であること

を考慮すると，融資体制は一種の制度環境として，農民の生産と生活への影響を通じて間接的に

農民純収入に影響するため，農村融資と農民純収入の関係を反映する関数は以下のようになる。

　　　ＦＮＩ＝f（ＡＹ,ＡＳＬ,ＡＦ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

　その中で, FNIは農民純収入を表し，ＡＹは農業産出，ＡＳＬは農村余剰労働力，ＡＦは農村

融資レペルを表している。農民の収入の主要な源泉が耕種業，牧畜業，漁業等の農村経営活動，

及び出稼ぎ労働により得た給与収入であることを考慮し，農業産出及び出稼ぎ人員の増加は農民

純収入向上に有効であると判断することができる。そのため，ＡＹとＡＳＬはＦＮＩに対し正の相

関関係を示すはずで，即ち係数は整数となるはずである。金融発展レペルの基準については，こ

れまでの研究でいくつかの共通的選択が行われている。 Goldsmith (1969)は通貨供給量（M2）

の対ＧＤＰ比を，金融相関率を表すものとしており, King & Levine (1993)は非金融個人部門

の国内貸付の対ＧＤＰ比（ＰＲＩＶＹ）を用いて，金融仲介の経済における金融機能を分析している。

Levine and Zervos (1998)は金融資産総量／ＧＤＰを用いて金融市場の相対的規模と深化程度を

分析し，関連の研究及び中国の現在の金融体系が銀行を主導としていること，株式や債券を代表

とする金融市場の規模が相対的に小さすぎること，中国の農村が家庭を主要な生産単位としてお

り，国有経済の要素が低い現実をまとめている。本研究では，農村貸付残高の対農業ＧＤＰ比

（農村金融機関貸付比率，ＡＣＲ）と農家貯蓄の対農業ＧＤＰ比（農村住民貯蓄率,ASR)を用い，農村

金融仲介の農村経済発展における金融機能を分析する。そして，財政農業支出の対農業ＧＤＰ比

（財政農業支援比率, FAR)を用いて農民が政府から得た資金をはかる。そのため，農村融資レペ
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ルは次の３つの変数による関数で表すことができる。

　　　ＡＦ＝Ｈ（ＡＣＲ,ＡＳＲ,ＦＡＲ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）

　関数②を関数田に代入し，金融発展相関変数が収入レペルに及ぼす作用に往々にして一定期間

のタイムラグがあること，そして金融発展の「スレッシュホールド（しきい）効果」及び収入の

「マタイ効果」を考慮して，本研究では以下のように片対数の多重自己回帰モデルを設定し実証

分析を行う。

1ｎＦＮＩt＝召o十Σ召11n/1ｙ隔十Σ召2A.oLyt-i十Σ召ACRt-i十Σ召AASRt-i

　　　　　　　　j＝1　　　　　　　　　　　　　j＝1　　　　　　　　　　　　　j＝1　　　　　　　　　　　　j°1

が　　　　　　　　　　　　　　μ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十Σ召,FAR,-,十Σ召61nFNI,-.十防

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j＝1　　　　　　　　　　　　　j＝1

　②　データ説明

　本研究で扱う変数とデータ資料は主に農民純収入，農業産出，農村余剰労働力，そして農村融

資レペルの４点である。「農村住民家庭平均一人あたり純収入」に「農村人口数」を乗じて農民

純収入総額とし，「第一次産業ＧＤＰ」のデータを，農業総産出を表すものとし，農村余剰労働力

の指標を選ぶ上では，当年の「農村人口数」から「第一次産業就業人口数」を差し引いた差を農

村非農業就業人口数とする。児童と老人は労働力とみなせないこと，そして農村出稼ぎ労働者の

年齢が主に18～55歳の間で，中国人平均寿命の半分であることを考慮し，農村非農業就業者数の

半分を農村余剰労働力の総数とする。さらに，農村余剰労働力総数を農村人口数で除したものを，

農村余剰労働力比率とし，農民出稼ぎ労働力が給与収入を得る可能性を反映するものとする。農

村金融発展を反映する指標の選択については，全体的な金融発展レペルを無視し，農村住民貯蓄

率（ＡＳＲ）と農村金融機関貸付比率（ＡＣＲ）を用いる。 ＡＳＲは「農家貯蓄」の対農業総産出比，

ＡＣＲは農村総貸付の対農村総産出比であり，その中で農村総貸付は「農業貸付」と「郷鎮企業

貸付」から構成されている。財政農業支援支出は財政農業支援比率（ＦＡＲ）で表し, FARは

「国家財政の農業に用いる支出の対農業産出比である。

　文章中で扱う指標は全て1978～2007年のデータを用い，『中国統計年鑑』(1981～2008年各年版），

『中国金融年鑑』(1986～2008年各年版），『中国農村統計年鑑』(1997～2008年各年版），『新中国五十

年統計資料涯編』から得たものである。

　（3）実証分析方法

　本論文の研究目的は中国農村融資レペルと農民純収入の間の長期均衡関係，及び各影響要素の

農民純収入に対するインパクトを分析することである。そのため，主に共和分分析法を用い，相

関変数間に長期均衡関係が存在するのかを判定し，インパルス応答関数と分散分解を用いて，変

数間の相互影響を判定する。共和分理論は非定常時系列変数の間の長期安定均衡関係を分析する

重要な方法であるが，同様の和分階数的変数を備えていてこそ共和分検定が可能である。そのた

め本論文ではまずＡＤＦ単位根検定法を用いて，変数の定常性を検定し，その後Engle and

Granger (1987)が示した共和分検定法を用いて変数間の共和分関係を検定し，さらにＶＡＲモ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　( 18 )
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デルを基礎にインパルス分析法と分散分解法を用いて農民純収入の相応のショックに対する動態

反応程度を説明する。

２。実証検定結果と分析

　（1）単位根検定

　本研究はEviews6.0を用いて相関変数に対して単位根検定を行い, Schwarz基準（SC）を使

って最適ラグ次数を決定する。

　表１から全ての変数は５％有意水準のもとで単位根ありの帰無仮説を棄却できず，そのため非

定常であるが，変数の一階差分は５％と10％有意水準下で全て定常であり，これらの変数は全て

］:①過程と考えることができる。即ちこれらの変数自身は定常ではないが，一階差分は定常で，

共和分検定の前提を満たしている。

表１　変数の単位根検定（ＡＤＦ）検定結果

　　変　数　　検定形式（Ｃ,Ｔ,Ｐ）　ＡＤＦ統計量　　臨界値（５％有意水準）　定常性

１ｎFNI　　　　（Ｃ，Ｔ，1）　　-2.5428881　　　5％（－3.580623）　　非　定　常

Ｄ（ｌｎＦＮＩ）　（Ｃ，Ｔ，2）　　-3.454815　　　10% (-3.233456)　　定　　　常

１ｎAY　　　　(C, T, 1)　　-1.732818　　　　5％（－3.580623）　　非　定　常

Ｄ（ｌｎＡＹ）　（Ｃ，0，0）　　-3.444986　　　　5% (-2.971853)　　定　　　常

ASL　　　　　（Ｃ，0，1）　　-2.04644　　　　　5% (-2.971853)　　非　定　常

Ｄ（ＡＳＬ）　　（Ｃ，0，0）　　-3.3926　　　　　5% (-2.971853)　　定　　　常

ACR　　　　　（Ｃ，0，3）　　-0.973236　　　　5％（－2.981038）　　非　定　常

Ｄ（ＡＣＲ）　　（Ｃ，0，2）　　－6.686096　　　　1％［－3.7］±457)　　定　　　常

ASR　　　　　（Ｃ，Ｔ，0）　　-2.027364　　　　5% (-3.574244)　　非　定　常

Ｄ（ＡＳＲ）　　（Ｃ，Ｔ，3）　　-4.415439　　　　＼% (-4.374307)　　定　　　常

FAR　　　　　（Ｃ，0，0）　　-2.096697　　　　5% (-2.967767)　　非　定　常

Ｄ（ＦＡＲ）　　（Ｃ，0，0）　　-3.660951　　　　5% (-2.971853)　　定　　　常

注：第二列の括弧内は単位根検定に含まれる定数項，トレンド項及びラグ階数をそれぞれ示しており，第一項の０

　　は定数項を含まないこと，第二項のＯはトレンド項を含まないことを示している。

　②　共和分検定

　主に単一方程式を用いて農村融資の農民純収入増加に対する影響を分析することから，純収入

が農民の再生産投入と生活に影響していることや，財産からの収入が農民収入の組成部分である

こと，及び「投資のスレッシュホールド」や「金融サービスのスレッシュホールド」等のために，

人々の収入において「富める者はさらに富み，貧しいものはさらに貧しく」という「マタイ効

果」が存在することを同時に考慮する。そのため，一期前の農民純収入を説明変数として方程式

に取り入れ，さらに, Engle and Granger (1987)の２段階検定法を用いて上述の相関変数に共

和分関係が存在するのかどうかを検定する。最小二乗法を通じて次のような推定結果が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　U9）
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１ｎＦＮｌt二〇.573579 1n AYt＋1.017306ASLt十〇.401316 1n FNIt

(15.22199) (2.535703) (9.513576)

　　　　　　　　　　　-1.38225FARt- 0.06225ACRt十〇｡131491ASR汁0.128984　　　（3）

　　　　　　　　　　　　卜4.53803)　卜1.85649)　(1.921376) (0.664315)

　方程式下の括弧内はｔ値である。調整後のR2は0.999604で，Ｆ統計量は11779.31である。こ

れは回帰方程式が強い説明力を持っていることを説明している。Ｑ統計量とＬＭ統計量検定は

全て回帰モデルに系列自己相関が存在しないことを説明している。ホワイトの検定は均一分散を

説明している。この方程式の残差系列に対して，単位根検定を行い，定数項なし，トレンド項な

し，及びラグ階数がＯの時にＡＤＦ値は-5.12787で，共和分残差検定５％有意水準のもとでの

臨界値は-4.76である。これは５％有意水準下において，ＡＤＦの検定統計が残差系列に単位

根ありの帰無仮説を拒絶しており，即ち残差系列はこの場合定常系列である。これは１ｎ FNL,

１ｎAYt, １ｎＦＮｌtヨ,ASLt, FARt, ACRt,そしてASRtの間に共和分関係が存在することを意

味している。

　共和分方程式（3）からわかるように，当期農民純収入と当期農業産出，農村余剰労働力，農村融

資レペル，及び前期農家純収入には長期均衡関係が存在する。その中で, 1978～2007年の当期農

業産出，農村余剰労働力と当期農家純収入にはプラスの影響関係が存在し，理論分析と合致する。

中国の農村住民貯蓄率及び前期農家純収入と当期農家純収入はプラスの相関関係を示している。

そして，財政農業支援比率，農村金融機関貸付比率と農家純収入にはマイナスの影響関係が存在

している。農民純収入増加とその得た資金援助からみて, 1978～2007年の間の政府財政農業支援

比率が0.1低下するごとに（財政の農業支援支出は通常農業産出より小さいので，財政農業支援支出は１

より小さい値となる），農家純収入は14％近く増加している。農村金融機関貸付比率が0.1高まるご

とに，農民純収入増加率は0.6％低下する。これは財政支援及び貸付を主とする農村外からの融

資チャンネルが，必ずしも資金配分を完全にうまくは最適化しておらず，したがって生産要素の

分配機能を最適化できておらず，逆に農村経済の発展と農家の増収を阻害してしまったことを明

　　　　　　12）らかにしている。

　図１からもわかるように，サンプル期間の大部分(1978～1995年）において，財政農業支援比

率は下降傾向を示しており，財政の農村経済発展への支援が明らかに不足していることを示して

いる。中国の改革は農村改革から始まったが，国家財政に都市化と工業化の進展に起因する増収

が見られない時期において，国家財政の対農業支出は農村の「農家生産請負制」によって引き起

こされた農業産出の増加速度に全く追い付いていない。このことはまた，「農家生産請負制以降

の農村経済発展が最も早い時期は，正に国民経済が全面的に成長し，国家の農業支出投入比率が

絶え間なく低下し，そして農民投入が安定しかつ絶え間なく相対的に上昇した時期である」こと

を検証している。近年国家は「三農」問題を高度に重視し，農業と農村に対する投入量を増加さ

せているが，投入不足の問題は依然として存在している。 1978年財政農業支出の財政総支出に対

する比率は13.4%であったが, 2007年のその比率は6.84%であった。特に農業科学技術への投入

は先進国水準に遠く及ばないだけでなく，途上国の平均水準よりも明らかに低い。

　財政農業支出の中で農業インフラ支出が占める割合は比較的高いが，このことは財政農業支援

比率と農民純収入が負の相関関係を示しているもう一つの原因となっている。全体のサンプル期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いい
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図２　農村貸付比率と農民収入相関図
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間内において，財政の農業支出中，農業インフラに対する支出は４分の１を超えており, 1978年

ではさらに34％に達している。農業インフラ建設は農民の生産能力と生活水準の引き上げに有益

であるが，当期農民純収入増加を一方でｍ害した。特に現行の政治体制と地方役人の行政任命体

制により，実際の農業インフラ建設は重大水利プロジェクトや生態建設など全社会が利益を得ら

れるような「政績プロジェクト」により多く投じられている。そして，農民純収入を直接増加さ

せるような投資プロジェクト，例えば農業市場競争力を強化し，農業生産生活条件を直接改善す

る優良品種プロジェクト，重要農産物基地，耕地水利，節水濯漑など中小型インフラ設備などへ

の投入は少なく, 10%程度を占めるにすぎない。つまり，財政農業支出の構造は不合理で，農民

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　川純収入の向上を抑制してしまっていると言えよう。

　図２から明らかなように1994年以降，農村金融機関の貸付比率と農村一人あたり平均収入は

負の相関関係を示している。郵便貯蓄は長い間「預かるのみで貸し出さない」制度設計になって

おり, 1994年に国有四大専業銀行の商業化改革が実施され，その後国有商業銀行の農村分支店機

関が大規模に撤退・整理されたことにより，郵便貯蓄と国有商業銀行を通じて資金は大量に都市

へ流出し，農村経済は貧血状態になってしまった。農村金融が抑制されている条件下において，

人為的金融のスレッシュホールドとレント効果のスレッシュホールドが農民純収入増加の障害と

なっていぷｽ同時に農家借入の中でもっとも大きな部分は非生産性の借入，例えば住宅建築，

冠婚葬祭，教育，病気治療，消費財購入などである。非生産性用途の農村貸付が比較的大きな比

重を占めることは，農村貸付が農村経済成長に対して促進作用を発揮することを難しくしている。

さらに貸付の利息負担を考慮すれば，農村における貸付が農業一人あたり産出増加を促進するこ

とはできず，一方農家は利息コストを抱えている状況下において，農村貸付比率と農民純収入増

加が負の相関関係を示すのは必然的なことである。

　(3)式から，農村住民貯蓄率が0.1増加するごとに農家純収入は1.3%増加している。このことは

農家自身の蓄積と投入が農家増収の重要要素であることを意味している。前期農家純収入が１％

増加するごとに，当期農家純収入は40％増加するが，このことはまた，農民純収入が農民の再生

産能力に影響し，さらに財産性収入を通じて未来の収入に比較的大きな影響を及ぼすことを説明

している。この２つの変数の前の係数が正の値であることは，わが国の農村に金融発展のスレッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2∩




